











Annexation among Cities, Towns, Villages




This paper focuses mainly on the necessary conditions to effect annexations among cities,
towns and villages from the viewpoint of consumer's surplus. How city-town-village annexa-
tions affect the regional economic welfare is uncertain. Therefore, even if those conditions are
satisfied, each region that constitutes the annexation area cannot always obtain the desired
effects. In order to make the effects of the annexation more certain and enhanced in munici-
pahties choosing the annexation toward properly responding to rapidly changing demands for
administrative services, it is necessary to implement the merger among municipalities where
the needs of the residents are comparatively homogeneous while coping with each region's
circumstances to the full extent.
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3) Oates, W. E. [1972], Fiscal Federalism, Harcourt Brace Jovanovich, Inc. (米原淳七郎・岸昌三・長峯純一訳
[1997]、 F地方分権の財政理論』第-法規)
4)この間題の分析は、 Y. Barzel, "Two Propositions on the Optimum Level of Producing Collective Goods,"












































・1.5) EAWk-(l′24t[差(Q!-Q,)21+ S [2(Q,- 1
-方、地域1-hについては広域行政の下でQlhを供給する　{Qih, OS+i　-, Qt¥の場
合の厚生損失合計∑AW,は,
























































前項1 ( 2 )でみたように、広域行政の場合、各構成地域にとってはそれぞれの厚生損失の減

































































































































15) Qa-Quのとき、 (2.5)式とこのケ一旦の条件より(2Q2'-Q8)>(2Or-Ql)>否12、百i>Q2であるため、 W2>0



































17) (2.5)式及びここでの条件より、 Qt>QiX2Ql-Qt)>Ql>Q2の関係にあるため、 (Qr-Ql)は(Q7-Ql)及
び(QS-Q,)を必ず上回る。
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[ケース②]ケース②では、地域1の条件より(2Q芋-Qi)>Qa>Qi、地域2の条件より
0.2>(2Q芸-02)が導かれるOこの場合、 Ql、 Q2を上回る合併効果がもたらされることによ
って、地域1では合併メリットを得ることができるが、地域2では012がQ2を大きく上回る
ことで02に比べてかえってQ芸からより希離するため、合併メリットは得られない。しかし、
Q.2が百12を上回る可能性があるため、初期条件に応じて以下のように状況は異なる。
まずQl≧(2Q上02)のとき、 012は(2Qt-Qi)>Qi2>Qiの範囲をとるo　この場合、
百12が百12>Qlに位置するとき、 (2.3)式が満たされれば(2.4)式が成立要件となる。このと
きW,>0、W2<0となり、地域1だけが合併メリットを享受することができる.また、Qi ≦
Qlであれば、 012を百12に調整することにより合併区域全体の総厚生損失の最小化を達成で
きるが、このときW,<0が成立するため、地域1では合併メリットが得られなくなるO一方、
W2の符号は確定しないため、 W。>0となる(20芸-Q2)>Qi2の範囲にQ12が位置すると
き、 (2.3)式が満たされれば市町村合併は成立し、地域2だけが合併メリットを享受できるこ
とになるoただし、以上の条件の下では、ケース(砂でもみたように地域1 ・ 2の住民ニーズ
の異質性が強く、 Q‡とQ芸の轟離に比べてQfとQl及びQ芸とQ2の稀離がそれぞれ小さい
状況にあるため、 (2.3)式が成立する余地は相対的に低くなっている。
一方、 (2Q要一Q2)>Qiのとき、Q12の範囲は(2Qr-Qi)>QI2>(2Q芸-Q2)となる。この
場合、百..x2Q要一Q2)であれば、 (2.3)式が満たされる下で成立要件は百12≧Qi2>(2Ql-
Q2)となり、この範囲内でW,>0、 W2<0が成立する。また、 Ql2≦(2Q芸-Q2)であれば、
供給水準は百12に調整されるOこのとき、 W2>0が成立するため、地域2では合併メリット
が得られるが、 Wlの符号は確定しないO　したがって、 (2.3)式が満たされれば市町村合併は
成立するが、地域1にとっては合併によって得られるはずのメリットを享受できなくなる状
況も生じる。
以上のように、ケース②については、 012が百.2を上回るだけの合併効果が得られる場合に
は、供給水準がQ12に調整されることにより、初期条件によっては地域1が合併メリットを
必ずしも享受できるとは限らない状況も生じることになる。
[ケース③]ケース③については、条件よりQz>Qu>Oiの範囲内に012が位置するこ
とになるが、これは、ケース⑥と同様に(2.5)式の下ではあり得ないケースとなる。
(2)地域fが合併メリットを享受できないケース
一方、市町村合併の成立要件を満たす可能性があり、その下で周辺市的な位置にある地域
2が合併メリットを享受できるにもかかわらず、中心市的な立場から合併の主導的役割を担
う地域1がそのメリットを得られない場合がケース④・⑦である。前項(1)と同様、この場
合も合併効果の程度等によって、各地域の厚生水準に異なった影響を及ぼすことになる。
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[ケース④]ケース④では、条件より012は(2Q芸-Q2)>Qi2>(2Q卜Ql)の範囲をと
る。この場合、地域1では012がQ.に比べてQ昔からより希離することによって、合併メリッ
トが得られない。このケースにおいては、 (2.5)式より、 Q12は百.2を必ず上回る大きな合併
効果がもたらされるため、供給水準は合併区域全体の総厚生損失の最小化を達成する百12と
なるoこのとき、ケース6)でもみたように、上記の条件の下ではW2>0が成立するため、地
域2では確実に合併メリットを享受することができるが、地域1で合併メリットが得られる
かどうかは百12とQ.の大小関係に依存することになり、地域1においても合併メリットが
得られる可能性があるO合併区域全体としては、 Wlの符号にかかわらずWu>0が成立する
ため、市町村合併の成立要件は満たされる18)
このケース④や前記のケース⑤のように百12を必ず上回るだけの大きな合併効果が得られ
るケースについては、百12の供給の下でW,>0かつW2>0が確保されるとともに構成地域
間で長期的・安定的な協力・補完体制を持続することが可能な場合には、圏域全体にとって
共通の望ましい課題の達成に向けた地域間の利害調整と合意形成も進めやすくなり、広域行
政が成立する可能性も生じる。
[ケース⑦]ケース⑦については、地域1の条件よりQ.>Q12が導かれ、地域2の条件か
らは(20芸-Q2)>Qi2>Q2となるOこのケースでは、Q12がQ2を上回るもののQlを下回る
合併効果しかもたらされないため、地域2では合併メリットが得られるが、地域1ではかえ
って厚生水準の低下を招くことになる。しかし、 012が百12を上回る可能性があるため、初期
条件に応じて以下のように異なった状況が生じる。
まずQl≧(2Q芸-Q,のとき、 012は(2Q芸-Q2)>Qi2>Q2の範囲をとる。この場合、
Ql2≧(20芸-Q>)であれば、 Q12の範囲内ではW12>0が満たされない19)ため、市町村合併は
成立しない。一方、百12が(20芸-Q,)>百12に位置するとき、 (2.3)式が満たされれば(2.4)
式が成立要件となる。このときWi<0-, W2>0となり、地域2だけが合併メリットを享受す
ることができる。ただし、この条件の下ではケース②・(砂と同様に、 QfとQ芸の希離に比べ
て、 Q;とQl及びQ芸とQ2の承離がそれぞれ小さい状況にあるため、 (2.3)式が成立する余
地は相対的に低くなっている。
また(2Q芸-Q2)>Qiのときには、 Q12はQl>Qi2>Q2の範囲をとる.この場合、百,2≧
QlであればQi>Q12>β、百I2<Qlであれば(2.4)式が成立要件となり、いずれの場合も
w,<O、 W2>0が成立するo
以上のように、ケース⑦については、 012がQlを下回る小さい合併効果しかもたらされな
18)前掲注16)と同様。
19) Qu-(2Qi-Q2)のとき、 (2Qf-0,)>Ql≧(2Q!-Q2)より、
W,2-n,(2Q2*-Q2-Q,)(2Qr-2Q2*+02-Ql)≦0
が成立し、百,2> (2Q2*-Q2) >Q,2>Q2の範囲内ではWa>0は成立しない。
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いため、中心市的な立場から市町村合併を主導する地域1が、かえって合併メリットを享受
できない状況が生じる.特に、地域1 ・2の住民ニーズの異質性が克く、かつQlが高位の水
準にあって合併効果がそれを大きく下回る場合には、市町村合併は成立しなくなる。
お　わ　り　に
行政を取り巻く社会経済環境が大きく変化する中で、何らかの要因によってパレート効率
的な行政サービス水準を供給できない地域が存在する場合、これらの地域が広域的対応をと
ることによって、各地域及び社会全体の経済的厚生を改善する余地が生じる。環境変化に伴
い地域単独では解決困難な行政課題が増大する中で、今後、広域的な視点に立った行政の取
組みが要請されるケースが一層多くなると考えられる。本稿では特に、広域的対応の方法と
して市町村合併に焦点を当て、各地域の厚生評価を基に様々なケースを考察した。
本稿でもみたように、市町村合併の成立要件は、各構成地域が置かれた状況や合併効果の
程度に依存し、それによってサービス供給水準も様々なパターンをとる。このため、市町村
合併によって地域の厚生水準が高まるかどうかは不確定であり、たとえ成立要件が満たされ
たとしても、すべての構成地域が合併メリットを享受できる保証はない。また、市町村合併
は行政区域を拡大・固定化することになるため、合併後にサービス供給の柔軟性の低下や新
たな行政の画一化等の問題をもたらすおそれもあり、それへの対応に苦慮することも懸念さ
れる。事前の検討が十分でないまま市町村合併に過大な期待を抱くことは、かえって各地域
の自立的・内発的な取組みを阻害することにもなりかねない。
したがって、望ましい行政サービス水準の供給に向けては市町村合併が必然的な選択手段
になるとする捉え方ではなく、まずそれぞれの地域がサービス供給体制の見直しや効率化に
努める等、最適供給水準に少しでも近付くための取組みが求められる。こうした取組みと併
行して、生活・経済行動圏の拡大や住民ニーズの多様化・高度化等に伴い増大する選択的・
広域的行政サービス需要への適切な対応、行政サービスのより効率的な供給等に向けて、サ
ービスの特性や地域の実情に応じた広域的なサービス供給形態・体制を選択することが重要
となる。その際、各地域が持つ初期条件について事前の十分な検討の上、比較的同質的な住
民ニーズを持つ地域間相互において市町村合併をはじめとする広域的対応を進めることが、
その効果をより確実なものにすることに特に留意する必要がある。
今後も、急速な環境変化に伴い様々な行政課題が生じる一方、地域固有の事情や厳しい財
政状況等によって望ましい行政サービス供給の困難化が危供される。こうした中で、実際に
サービス水準の向上や住民ニーズへの対応をどのような体制の下に進めるかについては、各
地域独自の取組み、市町村合併や広域行政のような広域的対応等の選択肢の中から、上記の
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点に留意しつつ、地域の実情や具体のサービス内容を含めた幅広い視点に立って決定される
必要があろう。そのためにも、供給形態の枠組みや広域的システムについてのより実態に即
した考察と具体の事例分析が今後の検討課題となる。
